
（趣旨）

第１条 この告示は、こども等の居場所づくりの推進及び子育て支援の充実を図るた

めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

(1) こども 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第６条第１項に規

定する子どもをいう。

(2) こども食堂 市内において、こども等の居場所づくりを目的に、こども及びそ

の保護者並びに地域住民等に対し、無料又は低額の料金による食事の提供を行う

取組をいう。

（補助金の交付対象者）

第３条 補助金の交付対象者は、次の各号に掲げる要件をすべて満たす法人その他の

団体とする。

(2) 地域活動、こども等の支援に資する福祉活動等に関する実績を有し、又は行う

見込みがあること。

(3) 補助金の交付申請時において、奈良こども食堂ネットワークに加入しているこ

と。

(4) １年以上継続してこども食堂を運営する意思及び能力を有すると認められるこ

と。

(5) 定款又は会則を備えていること。

(6) 公序良俗に反する活動を行わないこと。

(7) 政治的又は宗教的活動を行うことを目的としていないこと。

(8) 営利目的の活動を行わないこと。

（補助対象事業）

第４条 補助金の交付対象となるこども食堂は、次の各号に掲げる要件をすべて満た

すものとする。

(1) 食事代は無料又は食材等の実費相当額以下の低額で提供すること。

(2) 補助金を申請する年度内に６回以上開催すること。

(3) こども等が幅広く参加できるよう広報活動等を行うこと。

(4) 提供する食事は、栄養バランスの良いものであること。

（補助対象経費）



第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対

象事業に係る食材費、消耗品費、施設使用料及び賃借料、保険料、印刷製本費、通

信運搬費その他市長が特に必要と認める経費とする。

（補助金の額）

第６条 補助金の額は、こども食堂１か所につき、前条に規定する補助対象経費の総

額から当該事業の実施に係る収入額（参加費収入、寄附金・協賛金、他団体からの

補助金、その他収入）を控除した額（その額に１，０００円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り捨てた額）とし、２０万円を上限とする。

（交付申請）

付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければ

ならない。

(3) 定款又は会則の写し

(4) 食品衛生責任者の資格を有することを証する書類の写し

(5) 保険の加入状況がわかるものの写し

(6) その他市長が必要と認める書類

（交付決定）

第８条 市長は、前条の申請を受理したときは、その内容を審査し、補助金の交付の

式第４号）により通知するものとする。

（実績報告）

第９条 補助金の交付決定を受けた団体（以下「補助決定団体」という。）は、補助

対象事業の完了の日から起算して３０日以内又は補助金の交付決定を受けた日の属

績報告書（様式第５号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければな

らない。

(3) 補助対象経費に係る領収書の写し

(4) その他市長が必要であると認める書類

（補助金の額の確定）

第１０条 市長は、前条の実績報告を受けた場合は、その内容を審査し、補助対象事

業の成果が補助金交付決定に係る内容に適合すると認めるときは、補助金の額を確

ものとする。

（請求及び交付）



金交付請求書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。

２ 市長は、前項の請求を受けた場合は、速やかに補助金を交付するものとする。

（概算払による交付）

第１２条 市長は、前条の規定にかかわらず、補助金の交付決定をした場合において、

補助金の交付目的を達成するため特に必要があると認めるときは、事業の完了前で

あっても、交付の決定をした補助金額の範囲内で補助金の全部又は一部を概算払す

ることができる。

城市こども食堂支援事業補助金概算払請求書（様式第１０号）を市長に提出しなけ

ればならない。

（交付決定の取消し）

第１３条 市長は、補助決定団体が、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金

の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。

(3) この告示に違反したとき。

(4) 補助金を交付することが適当でないと市長が認めたとき。

２ 市長は、前項の規定により取消しを受けた補助決定団体に損害が生じた場合であ

っても、その損害の賠償の責めを負わないものとする。

助金交付決定取消通知書（様式第１１号）により、速やかに通知するものとする。

（補助金の返還）

第１４条 市長は、第１２条の規定により補助金の概算払をしている場合において、

第１０条の補助金確定額を超える補助金が交付されているとき又は前条の規定によ

り補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合において、当該取消しに係る

金返還命令書（様式第１２号）により当該補助決定団体に通知し、期限を定めて補

助金の返還を命じるものとする。

（事業実施における責務）

第１５条 補助決定団体は、事業実施における責務として次の各号に掲げる要件を遵

守しなければならない。

(1) 常時責任者を配置し、安全に配慮すること。

(2) 食事の提供における食品の安全確保を図るため、食品衛生法（昭和２２年法律

第２３３号）等に基づく適切な衛生管理体制を構築していること。

(3) 参加するこども等の食物アレルギーの有無を確認していること。

(4) 事故発生時の対応のための保険に加入していること。

(5) 事故が発生した場合の対応方法及び連絡体制をあらかじめ定めるとともに、周



知徹底を図っていること。

(6) 事故が発生した場合には、速やかに市長に報告すること。

(7) 個人情報の適正な管理に十分配慮すること。

(8) 利用するこども又は保護者の相談に応じるとともに、必要に応じてニーズに対

応した関係機関につなげるよう努めること。

(9) 補助金の交付申請、請求等に係る書類及び補助対象事業の実施状況を明らかに

した書類等を備え付け、当該補助事業完了年度の翌年から５年間保管すること。

(10) こども食堂支援事業等から知り得た個人情報等の取扱いについては、個人情報

の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）その他関係法令等に基づき適正

に取り扱うこと。補助決定団体でなくなった後も、同様とする。

（その他）

第１６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日等）

１ この告示は、公布の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。

（特例措置）

２ 令和８年度に限り、この告示の適用の日から、施行の日前において、第３条に規

定する交付対象者に該当する者が行った、第４条に規定する補助対象に該当する事

業については、本補助金の対象とすることができるものとする。


